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託送供給等特例認可申請書 
 

北 ネ 企 第 1 8 号 

令和３年２月 10 日 

 

経済産業大臣 梶 山 弘 志 殿 

 

札幌市中央区大通東１丁目２番地 

北海道電力ネットワーク株式会社 

代表取締役社長 藪 下 裕 己 
 

 

 

 

 電気事業法第 18 条第２項ただし書の規定により，次のとおり託送供

給等約款以外の供給条件により託送供給等を行うことの認可を受けた

いので申請します。 
 

 

供 給 の 種 類 接続供給 備  考 

供給の相手方 

氏 名（名称） 別紙に記載のとおりであります。  

住     所 同   上  

受給 

場所 

受電場所 同   上  

供給場所 同   上  

供 給 電 力 同   上  

供 給 電 圧 同   上  

電 気 方 式 及 び 周 波 数 同   上  

料金その他の供給条件の内容 同   上  

供給開始年月日及び有効期間 同   上  

 



別 紙 

 

料金その他の供給条件の内容 

 

 

令和３年１月分の接続対象計画差対応補給電力料金および契約者に

係る給電指令時補給電力料金（令和３年１月１日から令和３年１月 31

日を料金の算定期間とする料金をいいます。ただし，特例発電バランシ

ンググループに係る給電指令時補給電力料金は除きます。）について，

託送供給等約款（令和２年７月 28日付け届出。以下「託送約款」とい

います。当該託送約款が認可または届出により変更された場合は，変更

後の託送約款をいいます。）33（支払義務の発生および支払期日）(3)に

かかわらず，次のとおりといたします。 

 

１ 適 用 

 契約者から令和３年２月 15 日から令和３年３月 15 日の間に当社へ

申し出があり，かつ，令和３年１月分の接続対象計画差対応補給電力料

金および給電指令時補給電力料金の合計が令和３年１月分の接続対象

計画差対応余剰電力料金を上回る場合で，２（適用の要件）を満たすと

きに適用いたします。ただし，契約者が託送約款 54（解約等）(1)ロの

いずれかに該当する場合には，適用いたしません。 

なお，適用にあたって，契約者から当社所定の様式により適用申込書，

支払計画書および２（適用の要件）を満たすことを証明する書類（以下，

「適用申込書等」といいます。）を提出していただきます。 

また，１接続供給契約における契約者を複数としている場合，代表契

約者から当社へ申し出ることとし，当社の求めに応じ，原則として代表

契約者を通じて，それぞれの契約者から適用申込書等を提出していた

だきます。 

 

２ 適用の要件 

(1) 契約者がこの託送供給等約款以外の供給条件（以下「本供給条

件」といいます。）の適用を希望される場合には，次の要件を満た

していただきます。 

  イ 需要者保護 

    需要者の求めに応じ，今般の卸市場価格の急激な高騰にとも 

なう需要者への柔軟な対応として，契約者が次の(ｲ)および(ﾛ) 

の措置を行なっていること。 



    ただし，１接続供給契約における契約者を複数としている場

合，すべての契約者（事業廃止を決定している契約者を除きま

す。）が次の(ｲ)および(ﾛ)の措置を行なっており，かつ，代表契

約者が次の(ﾊ)の措置を行なっていること。 

   (ｲ) 新型コロナウイルス感染症の拡大にともない，電気料金の

支払いが困難な需要者の求めに応じて，契約者が電気料金の

支払猶予等柔軟な対応を行なっており，その旨を契約者のホ

ームページ，料金明細等で周知していること。 

   (ﾛ) 契約者が市場連動型の電気料金メニューを提供している場

合，需要者に対して，電気料金の支払いの分割，猶予等の負担

を軽減する措置を行ない，その旨を契約者のホームページ，料

金明細等で周知していること。 

(ﾊ) 代表契約者は，本供給条件の適用に際して，代表契約者以

外の契約者に対し，接続対象計画差対応補給電力料金および

給電指令時補給電力料金に関する分割，猶予等の負担軽減措

置を講ずる予定である旨を周知していること。 

 

  ロ 事業健全性 

契約者が次の(ｲ)および(ﾛ)に該当せず，需要者に電気を安定的

に供給する上で，健全な事業運営基盤を有していること。 

ただし，契約者に２会計年度以上の財務諸表がない場合は，契

約者が(ﾊ)に該当し，需要者に電気を安定的に供給する上で，健全

な事業運営基盤を有していること。 

(ｲ) 契約者の令和３年１月を含まない直近２会計年度のいずれ 

の収支においても赤字を計上していること。 

(ﾛ) 契約者の令和３年１月を含まない直近の会計年度における 

収支において，売上，営業利益および純利益額が前年度および

前々年度に比べて悪化していること。 

(ﾊ) 契約者が令和２年 12月までの収支において，断続的に赤字

を計上していないこと，または，売上が改善していること。 

 

ハ 事業継続性 

本供給条件の適用を受けている期間において，卸電力市場（ベ

ースロード取引および先渡取引を除きます。）における売買取引以

外の方法により一定の電力を調達する契約（卸電力市場における

売買取引のみにより電力を調達している事業者から電力を調達す

る契約を除き，ベースロード取引，先渡取引，先物取引またはこ

れに準ずる取引を含みます。）の締結等を行なっていること。 



 

 (2） 契約者は，所管の官庁および当社以外の一般送配電事業者に対

し，当社が契約者から提出された適用申込書等を提供することお

よび本供給条件を適用した契約者の名称を提供することに同意し

ていただきます。 

 

３ 支払期日 

 (1) 令和３年１月分の接続対象計画差対応補給電力料金および給電

指令時補給電力料金（令和３年１月分の接続対象計画差対応余剰

電力料金を差し引いたものとし，以下「この補給電力料金」といい

ます。）の支払回数は，上限を５回として契約者と当社との協議に

よりあらかじめ定めることとし，支払回数ごとの料金を以下の第

１回から第５回の支払期日までに支払っていただきます。 

なお，支払回数ごとの料金は，それぞれこの補給電力料金を契

約者と当社との協議により定めた支払回数で除してえた金額（各

回の金額の合計がこの補給電力料金に満たない場合は，その差額

を第１回の料金に加算するものといたします。）といたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 契約者が次のいずれかに該当する場合，当社への支払いがなさ

れていない支払回数の料金（(1)の支払期日を超過していない支払

回数の料金に限ります。）の支払期日は，(1)にかかわらず，契約者

が次のいずれかに該当することとなった日といたします。ただし，

契約者が次のいずれかに該当することとなった日が支払義務発生

日から７日を経過していない料金については，支払義務発生日の

翌日から起算して７日目を支払期日といたします。 

イ 託送約款 54（解約等）(1)により解約となった場合 

ロ 契約者が振り出しもしくは引き受けた手形または振り出し

た小切手について銀行取引停止処分を受ける等支払停止状態

に陥った場合 

ハ 契約者が破産手続き開始，再生手続き開始，更生手続き開始，

支払回数 
支払期日 

２回 ３回 ４回 ５回 

第１回 第１回 第１回 第１回 令和３年４月５日 

第２回 第２回 第２回 第２回 令和３年５月７日 

― 第３回 第３回 第３回 令和３年６月１１日 

― ― 第４回 第４回 令和３年７月７日 

― ― ― 第５回 令和３年８月６日 



特別清算開始もしくはこれらに類する法的手続きの申立てを

受けまたは自ら申立てを行なった場合 

ニ 契約者が強制執行または担保権の実行としての競売の申立

てを受けた場合 

ホ 契約者が公租公課の滞納処分を受けた場合 

ヘ その他の理由で契約者に明らかに料金の支払いの延滞が生

じるおそれがあると当社が認め，その旨を当社が契約者に通

知した場合 

 

４ 当社から支払いを行なう料金の充当 

接続対象計画差対応余剰電力料金および当社が契約者と締結するそ

の他契約にもとづき，当社が契約者に対して支払いを行なう料金があ

る場合，当社はこの補給電力料金に充当することがあります。この場

合，当社は契約者へその旨を通知いたします。 

 

５ その他協議事項 

 (1) 本供給条件の実施にあたり，当社の必要に応じて，契約者と当

社との間で覚書を作成することがあります。 

 (2) 本供給条件に定めのない事項については，託送約款によるもの

といたします。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（添付書類） 

 

 

電 気 事 業 法 施 行 規 則 第 2 0条 の 規 定 に 基 づ く 添 付 書 類 
 

 

（電気事業法施行規則第20条第１号） 

 

託送供給等約款以外の供給条件による託送供給等を必要とする 

理由 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（電気事業法施行規則第20条第１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

託送供給等約款以外の供給条件による託送供給等を必要とする理由 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

託送供給等約款以外の供給条件による託送供給等を必要とする理由 

 

この冬の厳しい寒さと天候不順による電力需給の逼迫により，本年

１月の卸電力市場（スポット市場のシステムプライス）の月間平均価格

は１キロワット時につき 63 円 07 銭となり，月間平均価格としては過

去最高となりました。 

こうした状況に至る経緯を踏まえ，資源エネルギー庁電力・ガス事業

部長から，以下の事情は電気事業法（昭和 39年法律第 170号）第 18条

第２項ただし書の「託送供給等約款により難い特別の事情」に該当する

と考えられることから，下記の必要な手続きを取るよう要請がありま

した。 

 ・電気の需要家の中には，市場連動型の電力料金メニューを選択さ

れている方もいる等，新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う現

下の経済状況においては，卸電力市場価格の急激な高騰は，需要

家にとって大きな影響がある場合も考えられること 

 ・また，今回の卸電力市場価格の急激な高騰に伴い，卸電力市場に

おいて電力を調達できず，今後，一時的にそれまでの価格水準と

比べて高額の供給力不足時の精算金を支払うことが必要となる

小売電気事業者が存在し，ひいては，需要家にとって大きな影響

がある場合も考えられること 

 

○電気事業法第 18条第２項ただし書の規定による認可申請 

１．講ずべき措置の内容 

小売電気事業者から申請がある場合であって，当該小売電気

事業者が２．の要件を満たす場合，当該小売電気事業者が，３月

に請求される需要バランシンググループに係る精算金（１月の

電力取引に係る精算金）について，１月の卸電力市場価格の推移

を踏まえて最大５か月間にわたり，均等に分割して支払うこと

を可能とすること。 

 

２．措置の要件 

１．の措置は，以下の（１）から（３）までの全ての要件を満

たしている小売電気事業者を対象とする。 

（１）需要家保護要件 

需要家の求めに応じて，今般の卸電力市場価格の急激な高騰

に伴う以下の需要家への柔軟な対応を行っていること（注１，



２）。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い，電気料金の支払い 

が困難な需要家の求めに応じて，支払いの猶予などの柔軟な

対応を行っており，その旨をホームページや料金明細書等で

周知していること。 

・市場連動型の電力料金メニューを提供している場合にあっ

ては，需要家に対して，支払いの分割，猶予等の負担を軽減

する措置を行い，その旨をホームページや料金明細書等で周

知していること。 

（注１）バランシンググループに複数の者が所属する場合，全

ての者が需要家への柔軟な対応を行っていること。（事

業廃止を決定している者等は含まない。） 

（注２）申請者がバランシンググループの代表契約者である場

合にあっては，１．の申請をし，当該申請が承認された

場合には，当該バランシンググループに属する他の小売

電気事業者に対して，精算金の支払いに関する分割，猶

予等の負担軽減措置を講ずる予定である旨を当該他の

小売電気事業者に対して周知していること。 

 

（２）事業健全性要件 

需要家に電気を安定的に供給する上で，健全な事業運営基盤

を有していること。具体的には，以下のいずれにも当てはまる

ものでないこと。（注３） 

・本年１月を含まない直近２会計年度のいずれの収支におい

ても赤字を計上していること。 

・本年１月を含まない直近の会計年度における収支におい 

て，売上，営業利益，純利益額のいずれもが前期及び前々期

に比して悪化していること。 

（注３）事業開始後，２期以上の財務諸表がない事業者の要件

については，昨年 12 月時点までの収支において，断続

的に赤字を計上していない，又は売上が改善しているこ

ととする。 

 

（３）事業継続性要件 

１．の措置が講じられている間，卸電力市場における売買取 

引（注４）以外の方法により一定の電力を調達する契約の締結

等を行っていること（注５）。 

（注４）ベースロード取引及び先渡取引を除く。 



（注５）卸電力市場における売買取引のみにより電力を調達し

ている事業者から電力を調達する契約を除き，ベースロー

ド取引，先渡取引，先物取引又はこれに準ずる取引を含む。 

 

３．措置に係る申請の期間等 

本措置の申請期間は，令和３年２月 15日（月）から３月 15日

（月）までとし，その上で資源エネルギー庁と協力して必要な措

置を講ずることとし，審査に際して必要な提出書類の様式につ

いても，資源エネルギー庁と調整の上，別途定めること。 

また，申請に係る審査については，資源エネルギー庁と協議し

ながら実施すること。 

なお，本措置を通じ，需要家等が柔軟な対応を広く受けられる

ことが重要であるため，１．の申請が承認された小売電気事業者

名については，一般送配電事業者から資源エネルギー庁に情報

を提供し，資源エネルギー庁において公表する。 

 

これを受け，電気事業法第 18条第２項ただし書の規定に基づき，託

送供給等約款以外の供給条件を設定したく特例認可申請するものであ

ります。 

 

以 上 


